






グァテマラ共和国 国家文民警察学校機材整備計画  
 簡易機材案件調査にかかる協議議事録 

 

 

 

日本国政府は、グァテマラ共和国(以下「グァテマラ」という)の要請に基づき、国家文民

警察学校機材整備計画（以下「本計画」と略す）にかかる簡易機材案件調査を実施するこ

ととし、その調査を国際協力事業団(以下「ＪＩＣＡ」と略す)に委託した。 

 

国際協力事業団は田中寿一（国際協力事業団無償資金協力部審査室）を団長とする簡易

機材案件調査団(以下「調査団」という)を 2002 年 3 月 3 日から 3 月 22 日までグァテマラに

派遣した。調査団はグァテマラ関係者と協議を行い、調査対象地域において現地調査を実

施した。 

 

これら一連の協議及び現地調査の結果、両関係者は付属書に示された主要な事項につき確

認した。調査団は現地調査報告書の作成に係る業務を行う。 
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DOCUMENT 

 

１．本計画の目的 

本計画は、グァテマラ国家文民警察における教育・訓練活動の向上を目標に策定した、機

材整備を目的とする。 

 

２．対象地域 

本計画は、グァテマラ内務省管轄の国家文民警察学校を対象とする。 

 

３．責任機関と実施機関 

 責任機関及び実施機関は 

責任機関：内務省(Ministerio de Gobernación) 

実施機関：国家文民警察学校である。 

 

４．グァテマラ政府からの要請内容 
  協議の結果、グァテマラ政府は別紙２の示されている機材を要請した。 
 
５．供与原則 

調査団は日本へ帰国後、別紙３に示されている基準に基づき分析を行い、調査報告書

を作成する。よって、上記の別紙２に示されているものは、最終的な供与機材を約す

るものではない。 

 

６．日本国無償資金協力のシステム 

６－１ グァテマラ政府は、調査団より説明された別紙４に示す無償資金協力のシステム

について理解した。 

６－２ グァテマラ政府は、本計画の実施が決定された場合には、本計画が円滑に実施さ

れるため、別紙５に示す負担事項を実施する。 

 

７．調査日程 

７−１ 調査団は 3 月 22 日まで継続調査を実施する。 

７−２ JICA は調査報告書を作成し、2002 年 7 月頃迄にグァテマラへ送付する。 

 

８．その他特記事項 

８−１ 要請機材調査 

日本側はグァテマラ側によって要請されたすべてのアイテム、数量が供与される

ものではなく、別紙３の基準に基づく分析を行った結果決定されることを説明



した。 

８−２ 機材管理 

双方は、本計画により供与された機材が国家文民警察学校の責任により管理さ

れ、教育・訓練活動以外には使用されないことを確認した。 

８－ ３  施設建設 

施設建設は日本政府の援助による供与対象外である。言語ラボラトリーに関し

て、機材設置場所はすでに用意されていることから、双方はラボラトリー自体

の建設は供与対象外であることを確認した。 

８－ ４  車輌 

グァテマラ側は、本計画により供与された自動車、及びオートバイを学校の授

業においてのみ使用し、その他の目的では使用しないことを約した。 

８－ ５ 機材維持管理 

グァテマラ側は供与機材の維持管理に必要となる予算措置を行うことを約した。 

８－ ６ 機材廃棄、及び修理 

双方は、既存機材の廃棄、修理が必要な場合は、本計画開始以前にグァテマラ

側が行うこと確認した。 

８－ ７ 免税措置 

グァテマラ側は本計画の機材整備に係る免税、及び税金償還措置（関税、消費税

等）を行うことを約した。 
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